
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
基本資産

282,207,174 385,808 4,800,000 277,792,982
0 0 0 0

282,207,174 385,808 4,800,000 277,792,982
特定資産

1,506,307,969 81,516,835 252,533,099 1,335,291,705
1,417,521,216 6,917,596 105,000,000 1,319,438,812

571,804,541 2,698,332 0 574,502,873
6,191,426 8,026 0 6,199,452

404,882,585 30,565,282 5,225,485 430,222,382
3,906,707,737 121,706,071 362,758,584 3,665,655,224
4,188,914,911 122,091,879 367,558,584 3,943,448,206

（うち指定正味財 （うち一般正味財 （うち負債に

産からの充当額） 産からの充当額） 対応する額）

基本資産
277,792,982 0 277,792,982 0

0 0 0 0
小　　　計 277,792,982 0 277,792,982 0

特定資産
1,335,291,705 0 0 1,335,291,705
1,319,438,812 0 1,319,438,812 0

574,502,873 0 574,502,873 0
6,199,452 0 6,199,452 0

430,222,382 0 430,222,382 0
小　　　計 3,665,655,224 0 2,330,363,519 1,335,291,705
合　　　計 3,943,448,206 0 2,608,156,501 1,335,291,705

取得価格 減価償却累計額 当期末残高
　 建物・構築物 771,722,550 554,629,641 224,426,659
　 機械器具・備品 126,931,908 114,254,243 14,022,322
　 車両運搬具 0 0 0

898,654,458 668,883,884 238,448,981

債権金額 貸倒引当金 当期末残高

未収金 326,306,058 0 326,306,058

前払金、仮払金 3,380,433 0 3,380,433

329,686,491 0 329,686,491

無し

帳簿価格 時　　　価 評価損益
国債 199,952,000 201,440,000 1,488,000
地方債 399,960,000 404,070,000 4,110,000
金融債 200,000,000 200,140,000 140,000

799,912,000 805,650,000 5,738,000

金　　　額

経常収益への振替額 0

減価償却費計上による振替額 0

0

無し

無し

無し１４．その他

１０．補助金の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高　～　省略

１１．指定正味財産から一般正味財産への振替額

１２．関連当事者との取引の内容

１３．重要な後発事象

合　　　　計

内　　　　　容

４．基本資産及び特定資産の財源等の内訳

５．担保に供している資産

当期末残高

一般基本積立資産

　　基本資産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

出資積立資産　　

科　　　　　目

合　　　　計

退職給付引当資産
調査設計積立資産
技術援助積立資産

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、次のとおり

７．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

８．保証債務

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

科　　　　目

合　　　　計

自由金利型定期預金　504,502,873 円

６．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高（ 直接法 ）

　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

財務諸表に対する注記 

　　　　　満期保有目的の債券　 ・・・・・・・ 取得価格によっている。

　　　　　建物及・什器備品及びｿﾌﾄｳｴｱｰ　　・・ 全て定率法によっている。

１．重要な会計方針

　（３）引当金の計上基準

　（２）固定資産の減価償却の方法

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

３．基本資産及び特定資産の増減額及びその残高

　　平成16年10月14日公益法人会計基準の改正に伴い、本会は平成20年度より導入している。

　（４）消費税等の会計処理

額を計上している。

期末に発生していると認められる額を計上している。

　　　　　退職給付引当金　 ・・・・・・・・・

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する

科　　　　目

役員功労積立資産
固定資産更新資産

科　　　　目

合　　　　計

　　短期借入金に供している資産 ・・・・・・・

一般基本積立資産

役員功労積立資産

合　　　計

職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当

　　　　　賞与引当金　　　 ・・・・・・・・・

出資積立資産　　
小　　　　計

小　　　計

２．会計方針の変更

　　　　　消費税等の会計処理は、税込み方式によっている。

科　　　　目

固定資産更新資産

　　基本資産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

退職給付引当資産
調査設計積立資産
技術援助積立資産




